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関係部分抜粋

'第１８章．知的財産ト

参考資料４

ＴＰＰ協定で対象となる知的財産は、商標、地理的表示、特許、意匠、著作権、開示

されていない情報等である。知的財産章は、これらの知的財産につき、ＷＴＯ協定の一

部である「知的所有権の貿易関連の側面に閏する協定」（ＴＲＩＰＳ協定）を上回る水準

の保護と，知的財産権の行使（民事上及び刑事上の権利行使手続並びに国境措置等）に

ついて規定し、もって、知的財産権の保護と利用の推進を図る内容となっている。

知的財産章の主な規定は，以下のようなものである。

○オンラインの著作権侵害の防止

インターネット上の著作権侵害コンテンツの対策のため、権利者からの通報を受けて、

プロバイダー事業者が対応することで賠償免責を得る制度を導入。プロバイダー事業者

に著作権侵害防止のためのインセンティブを与える制度を担保。

○知的財産権保護の権利行使

ＷＴ○・ＴＲＩＰＳ協定やＡＣＴＡ（偽造品の取引の防止に関する協定）と同等又は

それを上回る規範の導入。

（例）・不正商標商品又は著作権侵害物品の疑義のある、輸入されようとしている物品、

輸出されようとしている物品、若しくは領域を通過する物品について、権限のあ

る当局が職権で差止め等の国境措置を行う権限を付与（ただし，通過物品につい

ては，荷宛国への侵害疑義物品情報提供をもって代替することが認められる）

・営業秘密の不正取得、商標を侵害しているラベルやパッケージの使用、映画盗撮

に対する刑事罰義務化

・衛星放送やケーブルテレビの視聴を制限している暗号を不正に外す機器の製造・

販売等への刑事罰及び民事上の救済措置を導入。

○著作権

著作権に関しては次のルール等が規定されている。

、著作物（映画を含む)、実演又はレコードの保護期間を以下の通りとする。

①自然人の生存期間に基づき計算される場合には、著作者の生存期間及び著作者

の死から少なくとも７０年

②自然人の生存期間に基づき計算されない場合には、次のいずれかの期間

（i）当該著作物、実演又はレコードの権利者の許諾を得た最初の公表の年の終

わりから少なくとも７０年

（ii）当該著作物、実演又はレコードの創作から一定期間内に権利者の許諾を得

．た公表が行われない場合には、当該著作物、実演又はレコードの創作の年

の終わりから少なくとも７０年

・故意による商業的規模の著作物の違法な複製等を非親告罪とする。ただし、市場

における原著作物等の収益性に大きな影響を与えない場合はこの限りではない。

“著作権等の侵害について、法定損害賠償制度又は追加的損害賠償制度を設ける。

ｰワー


